川崎市みどりの事業所の推進に関する協定書

川崎市を甲とし、　　　　　　　　　　　　　を乙として、川崎市みどりの事業所の推進に関する要綱に基づき、事業所の緑化を図るため、次のとおり協定を締結する。

（緑化目標）

第１条　乙は事業所の敷地面積の１０％以上を緑化することを目標とする。ただし、事業所敷地内に危険物の規則に関する政令第９条第１項第２号に規定する空地（保有空地）がある場合又は立地状況に制約がある場合等は、甲乙協議のうえ緑化に努める。

（協定の対象区域等）

第2条 　協定の対象となる区域は、次の事業所敷地内とする。ただし、事業所敷地外においても、市長が認める区域においては、協定の対象区域とする。また、対象区域における緑化地面積及び緑化面積は次のとおりとする。
	所在地番
	地　　目
	緑化地面積
	緑化面積

	
	
	㎡
	　　㎡

	
	
	㎡
	　　㎡


（協定の期間）

第３条　協定の期間は、協定を締結した日より、協定解除届けが受理される日までとする。

（緑化の基準等）

第４条　乙は、事業所敷地の外周を優先して緑化に努める。

２　緑化の基準は、川崎市緑化指針を準用するものとする。

（管理）

第５条　乙は、第２条に定める区域に存する緑化地を適切に管理するものとする。

（助言及び支援）

第６条　甲は、乙が行う事業所におけるみどりの推進にあたり、緑化計画の作成や樹種の選定等に関する助言及び公共のみどりへの支援を行う。ただし、公共のみどりへの支援を受ける場合は、川崎市みどりの事業所推進協議会へ加入するものとする。

　（その他）

第７条　この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議して定めるものとする。

本協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。

平成　　年　　月　　日

甲　川崎市
川崎市長　
乙

